
 

 

義務教育施策等に関する重点提言 
 

義務教育施策等の充実を図るため、国は、特に次の事項について積極的な措置を講

じられたい。 

 

１．公立学校施設に係る耐震補強事業等に対する財政措置の強化 

（１）公立学校施設等の耐震化事業を計画的に推進できるよう、必要な財源を確保す

るとともに財政措置の拡充を図ること。また、各自治体の実情を考慮し、耐震化

に係る補助率嵩上げ措置を継続すること。 

特に、補助単価等について、地域の実態に即した見直しを行うこと。 

（２）公立学校施設について、都市自治体が新増築・老朽化対策等を計画的に推進で

きるよう、所要の予算を確保するとともに、財政措置の拡充を図ること。 

また、補助単価等について、地域の実態に即した見直しを行うこと。 

 

２．分権型教育の推進について 

（１）公立小中学校教職員の人事権について、広域的な人事交流の仕組みを構築する

とともに、中核市をはじめとする都市自治体に所要の税財源措置と併せて人事権

を移譲すること。 

（２）都市自治体が地域のニーズに応じた独自の教育施策を展開することができるよ

う、学級編制権及び教職員定数決定権等を所要の税財源措置と併せて都市自治体

に移譲すること。 

 

３．地域に応じたきめ細やかな指導が行えるよう、法改正等により学級編制及び教職

員定数の標準を見直すとともに、所要の税財源措置を講じること。 

特に、少人数学級については、後退することなく、引き続きその推進を図ること。 

 

４．普通学級に在籍する障害児や、ＬＤ（学習障害）、ＡＤＨＤ（注意欠陥・多動性

障害）等の児童生徒に対する教員、特別支援教育支援員、特別支援教育コーディネ

ーター等の適正配置や施設整備等について、十分な財政措置を講じるなど、特別支

援教育の充実を図ること。  

 

５．幼稚園就園奨励費について、超過負担が生じないよう十分な財政措置を講じると



 

 

ともに、保護者負担の軽減を図るため所得制限を緩和するなど、一層の支援措置を

講じること。 

また、現在、国において検討中の幼児教育無償化を実施するに当たっては、都市

自治体の負担増とならないよう、全額国庫負担とすること。 

  


